
主目的 4 16 2

副目的

款 項 目 大 中

○ ○

無

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

42,682

費用合計

0.01

人件費

従事者数

人件費

従事者数

0.01

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

市内全小中学校で、外国人専任英語指導講師による英語指導業務を委託した。
　委託内容：市のカリキュラムに基づき、小中学校において行う外国語指導、異文化理
解に関する情報提供と指導、等
委託業務遂行のための事務をおこなった。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

国際理解教育を促進し、児童生徒が英語に親しむとともに、英語力の向上を図る。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 3

教育文化

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

学校教育

10

名称：

5 1

会計区分 一般

平成１２年度以前 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

英語活動教育推進事業

352

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

教育委員会事務局

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

49,053

0

コ
　
　
ス
　
　
ト

49,053

42,735

105.9

45,267

その他財源

45,214

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

0.01

45,267

0

0

担当係

事業類型

教育力を向上させる

一般会計

地域住民組織

5353 53

Ｈ22決算額

49,000

0

42,735

0.00

対前年比

学校教育課

学校教育係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

A 市が実施(現状維持又は充実)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

英語学習において、ネイティブの英語に触れる機会がなくなり、国際理解教育の深まり
がなくなる。

判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

平成23年度より、学習指導要領に小学校外国語活動が加えられるなど、ネイティブの英
語に触れる機会の重要性は高まっており、今後も継続して、事業に取り組む。

英語によるコミュニケーション能力の育成および国際理解教育の促進のためには、小中
学生が平等に外国人講師の指導を受ける必要があるため、現状維持と判断した。

外国人専任英語指導中学校講師

外国人専任英語指導小学校講師

事業目的の
達成状況

市内２５校の小中学生が、平等に外国人講師の指導を受けることができ、英語によるコ
ミュニケーション能力の育成および国際理解教育の促進に役立った。

―

577

英語指導実績（小学校） 日
―

1,150

― ―

―

業
　
　
　
　
績

日
成
果
指
標

英語指導実績（中学校）

活
動
指
標

活動指標名

H21

1,132

563

6

―

――

―

―

H23

―

H22

H23H22

―

6

33

判　　　定

H21

人

人
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